
優遇税制 GHP室外ユニットラインアップ

【中小企業等経営強化法】中小企業経営強化税制1

中小企業の稼ぐ力を向上させる取組を支援するため、中小企業等経営強化法の計画認定に基づく
設備投資を、即時償却等で強力に後押しする税制措置

平成29年4月1日～令和7年3月31日取得分まで

中小企業等経営強化法の経営力向上計画認定を受けた中小企業者等

生産性が旧モデル比年平均１％以上向上する設備等

【税制措置】

【概　　要】
　

【適用期限】
　【対　　象】
　【主な要件】
　

税額控除または特別償却のどちらかを選択適用できます。

参考：令和5年4月1日版  中小企業庁 「中小企業経営強化法に基づく支援措置活用の手引き」

100％
特別償却 取得設備の普通償却限度額

との合計でその取得額まで
を即時償却できます。設備を
購入した年度は税負担を軽減
できます。

税額控除 基準取得額の7%または10％
相当額が当期税額から控除
されます。ただし、当期の法人
税・所得税額の20%が上限
（注2）資本金3千万円以下の中小企業、
　　　もしくは個人事業主の場合は10%

（注2）

7％
10％（注2）
または

国のバックアップ  優遇制度の活用ができます

（注1）

豊富なラインアップで、様々なニーズに対応

既設配管を再利用可能なリニューアル対応機が各ラインアップにございます。

Gシリーズ（超高効率タイプ）
（16～30馬力）

ビル用マルチタイプ

ガス供給エンジン

インバーター 発電機

リニューアル対応機

※室外ユニット早見表に★印のあるタイプ

Gシリーズ（超高効率タイプ）

Fシリーズ（GHPハイパワープラス）
（20馬力）

Fシリーズ（超高効率タイプ）
（20～30馬力）

冷暖フリータイプ

室内ごとの空調ニーズに対応した室内ユ
ニットの個別運転が可能です。

室外ユニット2台を連結できるので冷媒
配管を1系統に集約でき、さまざまなコス
トを削減できます。

「自立発電運転」機能を搭載。「停電対応
GHP」として、不測の事態に備える心強
い味方です。

1台の室外ユニットで、冷暖同時の最適
運転を実現します。

16・20・25・30馬力の
中から2台連結設置

リニューアル対応機

リニューアル対応機

リニューアル対応機

E5シリーズ
（8～13馬力）

最大

60
馬力

室外ユニットラインアップ早見表

まとマルチ

冷暖フリー

タイプ E5シリーズ

+450形 560形

+560形 710形 +710形 850形

450形

710形×2台

×2台 560形×2台

850形×2台

（注1）寒冷地仕様のみとなります。

Fシリーズ「エグゼアⅡ」

560形 710形 850形

ビル用マルチ 850形

ハイパワー
プラス 560形

（注1）

Gシリーズ「エグゼア Ⅲ」

224形 280形 355形
★

★

★

560形 710形 850形450形

+710形 850形710形×2台

850形×2台

（注1）

（注1）

（注1）

ひと目で
分かる！

対象機種につきましては当社営業所までお問い合わせください。

【概　　要】
　

中小企業の前向きな投資や賃上げを後押しするため、「導入促進基本計画」の同意を受けた市区町村に
おいて、設備投資に伴う負担を軽減する固定資産税の特例措置

【適用期限】
　【対　　象】
　

令和5年4月1日～令和7年3月31日取得分まで

【対象設備】
　

投資利益率が年率5％以上の投資計画に記載
された機械装置、器具備品、建物付属設備等

【税制措置】

一定期間の固定資産税軽減
計画中に賃上げ表明に関する記載がある場合
①令和6年3月末までに設備取得：5年間
②令和7年3月末までに設備取得：4年間

1/3

（注1）中小企業者等の定義とは　・資本金または出資金の額が1億円以下の法人　・資本もしくは出資を有しない法人のうち常時使用する従業員数が1,000人以下の
法人　・常時使用する従業員数が1,000人以下の個人事業主　・協同組合等（令和5年4月版　中小企業庁「中小企業経営強化法に基づく支援措置活用の手引き」および
「先端設備等導入計画策定の手引き」より引用）　（注3）中小企業による「先端設備等導入計画」は、市区町村が国から「導入促進基本計画」の同意を受けている場合に、
認定を受けることができます。　※上記制度は地域によって異なることがありますので、詳しくは最寄りの税務署にお問い合わせください。　※上記制度の適用条件・認
定要件は他にもあります。詳細につきましては、中小企業庁のWEBサイトをご確認ください。

参考：令和5年4月版  中小企業庁「先端設備等導入計画策定の手引き」

市区町村から「先端設備等導入計画」の認定を受け、かつ、資本金1億円以下等の税制上の要件を満たす
中小企業者等

固定資産税軽減
計画中に賃上げ表明に
関する記載がない場合（3年間）
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3~5年の計画期間における労働生産性が年平均
3%以上向上する等、基本方針や市区町村の導入
促進基本計画に沿ったものであること

計画認定
要　　件
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 【中小企業等経営強化法】2 生産性向上や賃上げに資する中小企業の
　設備投資に関する固定資産税の特例
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